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（参考） 

〇空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋） 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、

基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」とい

う。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に

関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促

進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二

項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規

定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 
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用語の定義  

 

空家等特措法 

【空家等対策の推進に関する特別措置法】（平成２６年法律第１２７号） 

平成２６年１１月に成立し、平成２７年５月に施行された国の空家等対策法である 

（以下「空家等特措法」という。）。 

   

基本的な指針 

【空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針】 

（平成２７年２月２６日付け総務省・国土交通省告示第１号） 

（最終改正 令和３年６月３０日付け総務省・国土交通省告示第１号） 

空家等特措法第５条に基づき、国土交通大臣及び総務大臣が定める空家等対策の基本

的な指針をいい、次のことを定めている。 

  ① 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項  

  ② 空家等対策計画に関する事項 

  ③ その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

 

ガイドライン 

  【「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドラ 

イン）】 

（平成２７年５月２６日付け国住備第６２号 総行地第７６号通知） 

 （令和３年６月３０日改正） 

  市町村が「特定空家等」の判断をする際の参考となる基準及び「特定空家等に対する

措置」に係る手続について、参考となる考えを国が示したものであり、次のことを示し

ている。 

  ① 空家等に対する対応 

  ② 「特定空家等に対する措置」を講ずるに際して参考となる事項 

  ③ 特定空家等に対する措置 

 

条例  

【横手市空家等の適切な管理に関する条例】 

空家等特措法を踏まえて規定を設けたほか、緊急措置等の横手市独自の規定を定めて

いる。 

 

規則  

【横手市空家等の適切な管理に関する条例施行規則】 

条例の円滑な施行のため、必要な事項を定めている。 
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要綱  

  【横手市空き家バンク事業実施要綱】【横手市補助金等交付要綱】等 

  市が空家等対策のために行う、具体的な事業の内容について定めている。 

 

空き家  

  市内に所在する建物又はこれに付属する工作物（以下「建築物」という。）であって、

居住その他使用されていないことが常態であるものをいう。 

 ①  「居住その他使用されていないことが常態である」とは、おおむね１年以上居住や

出入りがなく放置されている状態をいう。 

 ②  建物とは、「戸建住宅」「共同住宅」「店舗兼住宅」及びこれに類するものをいい、付

属する工作物とは、「塀」「門扉」「カーポート」、「看板」等である。 

 

参考：豪雪地帯対策特別措置法第１３条の４（一部抜粋） 

「空家（建築物又は工作物であって、居住し、又は使用する者のないことが常態であるも

のをいう。）」 

 

（注記）住宅・土地統計調査（国の総務省統計局で５年毎に実施）における空き家の定義

は、「居住世帯のない住宅」のうち「一時現在者のみの住宅（説明）」と「建築中住宅」を除

いたもの。 

 

空家等  

  建築物で、居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立

木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。 

また、跡地活用の観点から、建築物を解体した後の跡地を含む。 

 

特定空家等  

  空家等特措法に規定されている適切な管理が行われていない次のような状態の空家等

をいう。 

①  そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

②  そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③  適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

 ④  周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

空家等予備軍  将来的に空家等になる可能性がある建築物をいう。 

 

※当市の計画では、「空き家」を基本の表記とするが、「空家等」はこのままの表記とする。 

 但し、法令については、「空家」等の規定の表記をそのまま使用する。 
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所有者等  

  空家等の所有者、占有者、管理者、所有者の相続人、相続財産管理人等をいう。 

 

住民等 市内に居住し、若しくは滞在し、又は通勤、通学する者等をいう。 

 

道路等  公道、公共施設等、不特定多数の者が利用する場所をいう。 

 

実態調査 

 空家等の適正管理の指導等のため、「敷地外」から外観目視で行う調査をいう。 

 特定空家等と疑われる空家等の状態を把握する現地調査や、所有者等を特定するための

固定資産税課税情報調査、登記簿や戸籍等の調査、近隣住民等からの聞き取り調査等で

ある。 

 

立入調査  

特定空家等に対する措置を講ずるうえで必要と認められる場合、所有者等に通知のうえ、

敷地や建築物に立ち入って空き家の状態を確認する調査をいう。 

 

助言・指導  

市長は、法及び条例に基づき、適切な管理が行われていない特定空家等の所有者等に

対し、周辺の公共的な危険の防止や生活環境の保全等を図るため、必要な措置をとるよ

う文書等で助言や指導をすることができる。 

 

勧告 

市長は、法及び条例に基づいて助言や指導を行った場合において、当該特定空家等の

状態が改善されないと認められるときは、所有者等に対し、周辺の公共的な危険の防止

や生活環境の保全等を図るため、必要な措置をとるよう文書で勧告することができる。 

 

命令  

市長は、法及び条例に基づき、勧告を受けた所有者等が正当な理由がなく勧告に応じ

た措置をとらなかった場合、特に必要と認めるときは、その所有者等に事前に意見を述

べる機会を与えたうえで、その勧告による措置をとることを文書で命ずることができる。 

 

 

標識  

  市長が命令を実施した場合に、第三者に不測の損害を与えることを未然に防ぐため、

命令された旨及び当該特定空家等の場所や命令の内容、理由等を公示する標識を設置し

て、公示しなければならない。その他、市報やホームページ等でその旨を公示する。 
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行政代執行  

  市長は、所有者等が命令に従わなかった場合（履行が不十分な場合や履行期限までに

履行されなかった場合を含む。）において、他の方法で命令に従わせることが困難であり、

かつ、そのまま放置していては著しく公益に反する場合に、行政代執行に基づく手続き

により、その命令による措置を代行できる。また、当該措置に要した費用は、所有者等

に請求する。 

 

略式代執行 

  市長は、必要な措置を命令しようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜ

られるべき者を確知することができないとき（過失がなくて助言・指導、勧告が行われ

るべき者を確知することができないため、命令を行うことができないときを含む。）は、

その命令による措置を代行できる。 

 

緊急措置  

大雪や災害等のおそれがあって、公益を守るために早急な措置が必要な場合に、特定

空家等の倒壊や建築材の飛散等の危険回避のために、市が所有者に代わって必要と求め

られる最小限度の措置を応急的、緊急的に取る措置をいう。 

原則として事前に所有者等の同意を得て実施し、当該措置に要した費用は、所有者等

に請求する。 

 

相続人不存在・所有者行方不明・所有者不明の空家等  

過失なくその措置を命ぜられるべき所有者等を確知することができない、次のような

状態の空家等をいう。 

①  相続人不存在 

・死亡した所有者等に法定相続人がいない場合 

・死亡した所有者等の法定相続人全員が相続放棄した場合 

②  所有者行方不明     

・所有者等の実際の所在が確認できない場合 

③  所有者不明 

・建物登記されておらず、所有者等が確認できない場合 

・相続登記がなされず、何世代にもわたって相続が繰り返されて相続関係が複雑にな

り、相続人の特定に専門家の助言等が必要になる場合 
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第１章 空家等対策計画の趣旨 

 

１ 背景 

 

 当市では、人口及び世帯数の減少や核家族化に伴い、使用されていない建築物等が年々

増加している。平成３０年住宅・土地統計調査においては、４，１００戸の空家等が確認

され、５年前の調査から１７０戸増加しており、今後も同様の傾向が続くと考えられる。 

 適切な管理が行われていない空家等は、防災・防犯・衛生・景観等の地域住民の生活環

境に深刻な影響を及ぼしているものもあり、早急な対策が求められている。 

 国では、平成２７年５月に空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、公共の福

祉の増進と地域の振興に寄与することを目的に空家特措法を施行した。 

当市においては、平成２８年６月に「横手市空家等の適切な管理に関する条例」（以下、

「条例」という。）を制定し、併せて、継続的に空家等対策に取り組み、市民の良好な生活

環境の保全を図ることを目的に「横手市空家等対策計画」（以下「計画」という。）を策定

した。 

この計画期間は、平成２８年度から令和２年度までの５年間で、このたび、空家等対策

についての第２期計画を定めるものである。 

 

〇横手市の概要（令和４年度１２月末日現在）  

◇面積：６９２．８０㎢ ◇人口：８４，２９４人◇世帯：３４，０３７世帯 

◇過疎地域：全部過疎地域（令和３年４月１日公示） 

◇豪雪地帯：市全域指定（豪雪地帯指定４地域・特別豪雪地帯指定４地域） 

 

表 1―横手市の人口動態（各年度末現在）「住民基本台帳より」 

                               （単位：人、世帯）                                   

  平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

８月末 

年少人口 10,168 9,919 9,616 9,334 9,145 8,816 8,709 

生産年齢

人  口 
52,812 51,156 49,864 48,485 47,164 45,738 45,420 

老年人口 32,195 32,741 32,942 33,203 33,337 33,638 33,738 

人口総数 95,175 93,816 92,422 91,022 89,646 88,192 87,867 

世帯総数 34,450 34,394 34,376 34,256 34,183 34,158 34,231 
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図１―横手市の人口データ（各年度末現在）「住民基本台帳より」 （単位：人、世帯） 

 

 
図２―年齢別人口ピラミッド「住民基本台帳より」          （単位：人） 

                           

 

95,175 93,816 92,422 91,022 89,646 88,192 87,867 

34,450 34,394 34,376 34,256 34,183 34,158 34,231 
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２ 計画の位置づけ 

 

 計画は、空家等特措法第６条の規定に基づき、国が定めた基本指針に即して定めたもの

であり、空家等対策を効果的かつ効率的に推進するために、又、当市の地域の実情にあわ

せて総合的かつ計画的に実施するために策定するものであり、当市の空家等対策の基礎と

なるものである。 

 なお、計画の推進にあたっては、法令や市の総合計画、都市計画マスタープラン、住生

活基本計画及び関連する計画と整合性を図るものとする。 

 

 

【国の法令等】            【市の計画】 

 

 

                     

 

 

                   

 

 

                                   

 

 

 

 

【市の条例等】           【個別計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３―各種計画の位置づけイメージ 
 

空家等対策の推

進に関する特別

措置法 

ガイドライン 

基本的な指針 

第２次横手市総合計画 

横手市住生活

基本計画 
横手市空家等対策計画 

○横手市国土強靭化地域計画 

〇横手市地域防災計画 

○横手市都市計画マスタープラン 

○横手市景観計画 ○横手市総合雪対策基本計画 

○横手市環境基本計画 

○横手市地域福祉計画・横手市地域福祉活動計画 

○横手市子ども・子育て支援計画 

○横手市過疎地域持続的発展計画（令和 3 年 9 月策定） 

○横手市観光振興計画 ○横手市地域再生計画 等 

横手市空家等の適

切な管理に関する

条例 

横手市空家等の適

切な管理に関する

条例施行規則 
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（１）第２次横手市総合計画との関係 

  第２次横手市総合計画に基づき、市民や関係団体等と連携を図り、空家等対策を進め

る。 

 

 

１．目指す将来の姿                               

 

２．取り組み方針                                

  

交通安全や犯罪に関する意識を高める機会、消費者トラブルに関する知識を深める機会

を増やすほか、各種相談窓口の周知を図ります。 

空き家の総合的な対策を推進するため、空き家の状況を適宜、調査し、より効果的な制

度を構築すべく、市民や関係団体との連携を深めます。 

 

 

図４―第２次横手市総合計画 基本目標政策３ 

「第２次横手市総合計画より（一部抜粋）」 

 

 

 

 

 

【政策３】 

豊かな自然環境を守り、安心して暮らすことのできるまちづくりを進めます 

 

所管：市民福祉部・総務企画部・まちづくり推進部・農林部・建設部・消防本部 

施策３－１ 安心して暮らすことのできるまちづくりの推進 

 

所管：生活環境課・地域づくり支援課・建設課 

事故や犯罪、消費者が巻き込まれる悪質商法や特殊詐欺等の被害が減少し、市民

がお互いに助け合いながら、安心して生活を送っています。 

必要な時には専門的な相談が受けられ、問題の解決に結びつく方法を速やかに見

出すことができます。 
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（２）横手市都市計画マスタープランとの関係 

都市計画マスタープランでは居住環境整備の実現化方策として、空き家活用の促進と

適正な管理に向けた意識啓発の取組みを進めるほか、立地適正化計画では、居住誘導区

域に居住を維持・誘導するための施策として空き家を活用した居住誘導と居住環境の改

善を、必要に応じて関係部署が連携し空き家等対策を進めることとしている。 

 
〇立地適正化計画について 
 人口減少・少子高齢化が進む中、市街地の拡大や中心部の空洞化が進行しており、この

まま放置していては、当市の行政コストが増大し、財政悪化の結果、将来に渡って誰もが

安全安心に暮らせる持続可能なまちにしていくことは困難になる。 
そのため、当市の各地域の特色を大切にした「多核型のコンパクトシティ＋ネットワー

ク」の実現に向けて、「中心拠点」や「副拠点」を定めて都市機能の誘導を図るとともに、

「まちなか居住エリア」を定め、居住の誘導を図っていくものである。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
中心拠点（横手地域）       副拠点（十文字地域） 

 
 
図５―居住誘導区域・都市機能誘導区域 

「横手市都市計画マスタープラン・横手市立地適正化計画より（一部抜粋）」 

（令和４年５月改定） 
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（３）横手市住生活基本計画との関係 
横手市住生活基本計画は、当市の住宅政策の基本方針を定め、計画的・総合的に推進す

ることを目的にし、住生活の安定及び質の向上を図るものである。 
この計画では、移住者の居住確保や住宅確保要配慮者に対する居住支援、また危険な空

き家の解体や空き家の利活用等を基本方針・施策にしており、「だれもがいきいきと住み

続けられる雪国よこての住まいと暮らしづくり」を進めるとしている。 
  また、この計画策定時に行った市民アンケートの結果、住生活において重視すべき施策

として「空き家の解体、利活用の推進」が３５．７％と上位になっている。 

 

図６―「横手市住生活基本計画」基本理念 
                     「横手市住生活基本計画より（一部抜粋）」 

（令和４年度改定） 
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図７―「横手市住生活基本計画」基本方針 

「横手市住生活基本計画より（一部抜粋）」（令和 4 年度改定） 

 
図８―「横手市住生活基本計画」市民アンケートの結果 

「横手市住生活基本計画より（一部抜粋）」 
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３ 計画期間 

 

 第２期計画の計画期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とする。なお、社会

情勢の変化等の必要に応じて、随時、計画の見直しをしていくものとする。 

 

４ 対象地区 

 

計画の対象地区は、横手市全域とする。但し、政策によっては、区域を限定する。 

 

５ 対象とする空家等の種類 

 

当市で対象とする空家等の種類は、建築物（住宅、共同住宅、店舗、作業場、工場等）又

はこれに付属する工作物（塀、門扉、カーポート、看板等）及びその敷地等（敷地及び立

木等の土地の定着物、建築物を解体した後の跡地）とする。 

 
空き家を放置しておくと、建物が破損したり、草が繁茂し害虫が発生する等して周囲に

迷惑がかかります。 

 

 

     
空き家を適正に管理すれば、周囲からも喜ばれ、建物を売却すること等ができます。 
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第２章 空家等の現状と課題 

 

１ 横手市の空家等の現状 

 横手市における空家等の統計資料には、所有者へのアンケート調査でまとめた「住宅・

土地統計調査」と、市が外観目視の方法でまとめた「空き家実態調査」の２つがある。 

平成３０年住宅・土地統計調査では当市の空き家数は４，１００戸であるのに対し、令

和２年度に市が実施した空き家実態調査の数は１，８０７戸である。 

  

（１）住宅・土地統計調査の結果 

  ５年に１度、総務省統計局で実施している住宅・土地統計調査によると、平成３０年

の当市の空き家数は４，１００戸、空き家率１１．６％になっている。 

平成２０年の調査では、３，９６０戸、空き家率１１．４％であり、この１０年間で、

空き家戸数は１４０戸増え、空き家率も０．２％上昇している。 

住宅・土地統計調査には、第二次用住宅（別宅や別荘）、賃貸用の住宅、売却用の住宅

等、利活用されている空き家も含まれており、利用されていない空き家（その他の住宅）

は全体の６８．８％を占めている。  

 

表２―総住宅数及び空き家戸数・空き家率の推移 

    H20 H25 H30 

横手市 総住宅数（戸） 34,640 36,070 35,370 

空き家戸数（戸） 3,960 3,930 4,100 

空き家率（％） 11.4 10.9 11.6 

秋田県 総住宅数（戸） 437,400 446,900 445,700 

空き家戸数（戸） 55,300 56,600 60,800 

空き家率（％） 12.6 12.7 13.6 

全国 総住宅数（戸） 57,586,000 60,628,800 62,407,400 

空き家戸数（戸） 7,567,900 8,195,600 8,488,600 

空き家率（％） 13.1 13.5 13.6 

「各年の住宅・土地統計調査より」 

  
図９―総住宅数及び空き家戸数・空き家率の推移 「各年の住宅・土地統計調査より」 
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横手市 総住宅数（戸） 横手市 空き家戸数（戸） 横手市 空き家率（％）
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図１０―県内における用途別にみた空き家  「平成３０年住宅・土地統計調査より」 

 

注記１ 「その他の住宅」とは、居住世帯が長期にわたって不在の住宅（転勤・入院等）

や解体予定の住宅及び区分の判断が困難な住宅等である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１―横手市空き家用途別戸数の変化 
「平成２５年及び平成３０年住宅・土地統計調査より」 

 

注記２ 所有者へのアンケート調査の回答を集計した「住宅・土地統計調査」の数値に

は、重複や不明の回答等が含まれており、合計の数が合わない場合がある。 
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（２）横手市の空き家実態調査の結果 

第２期計画の策定にあわせて実施した令和２年度横手市空き家実態調査の結果、確認

された空き家数は１，８０７戸であった。平成２７年度の実態調査では１，７８０戸、こ

の５年間で２７戸増えている。 

また、市内８地域別にみると、人口が集中している横手地域が８２７戸と最も多く、次

いで平鹿地域が２１８戸、十文字地域２１０戸となっており、全体の６９．５％を占めて

いる。 

なお、横手地域の内、横手駅を中心とした区域の空き家数が多い傾向にある。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１２―令和２年度地域別空家等件数（単位：戸） 

   

 表３―横手駅を中心とした区域の空き家数 （単位：戸） 
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２ 空家等における課題 

 

（１）空家等対策開始時の課題と取組み内容 

当市の空き家問題に対する取組みは、全国的にも早い時期から始まっている。 

平成２３年の冬、東日本大震災の２か月余り前、当市は記録的な大雪に見舞われ、除雪

作業中の事故や農産物の被害等があった中で、屋根に降り積もった雪の重みで３７棟の

空き家が全半壊した。 

この雪害を契機に、政策課題として空家等対策に取組むこととなった。その後の主な

取組み内容等は、次の通りである。 

 

 

〇平成２４年１月１日 「横手市空家等の適正管理に関する条例」を施行。総務企画部危

機管理室にくらしの相談係を設置し、空家等対策を所管。 

〇平成２４年４月１日 所管組織の体制整備のため、市民生活部にくらしの相談課を設置。 

〇平成２４年７月１日 空き家の立入調査等を規定した改正条例及び「横手市空家等の適

正管理に関する条例施行規則」を施行し、解体補助と跡地利用を図る「横手市老朽危険

空き家対策事業」を創設。 

〇平成２４年１１月１日 空き家の利活用を目的に、宅地建物取引業者と連携し「横手市

空き家バンク」を開設。 

〇平成２５年１月１日 移住対策事業と連携し、空き家再利用の際のリフォーム等資金支

援制度を創設。 

〇平成２５年４月～翌３月 本格的な空き家調査を実施し１，９３３戸の存在を確認。累

計空き家数２，１８８戸。国の住宅・土地統計調査で、空き家の数は３，９３０戸、空

き家率１０．９％であった。 

〇平成２６年３月３１日 確認空き家１，９３３戸のうち、解体撤去済みが１３９戸、再

利用中が１３４戸。既存空き家１，７２０戸のうち、周囲へ被害が危惧される空き家は

３４戸と確認。 

〇平成２６年４月１日 空家等対策の方針等を定める計画の策定作業に着手。 

〇平成２６年１１月  空家等特措法が成立。 

〇平成２７年１月 「横手市空家等対策計画」（暫定版）完成。 

〇平成２７年５月  空家等特措法が全面施行。 

〇平成２７年７月１４日 「横手市空家等対策協議会」を設立。空家等対策計画の検討作

業に着手。 

〇平成２８年６月２９日 「横手市空家等対策計画」（正式版）完成。改正条例及び規則施 

行。 
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（２）第１期横手市空家等対策計画の実施と課題 

第１期計画では、それまで取り組んできた当市の老朽危険空き家対策を中心として、

引き続き、空き家の解体補助事業等を中心に実施してきた。 

しかし、当市の空き家の数は、人口減少・少子高齢化等の要因により徐々に増加する傾

向にあり、これまでの空き家の予防対策や利活用対策等については、対応が十分ではな

い状況である。 

特に、当市では、平成３０年住宅・土地統計調査の用途別にみた空き家のデータを見て

も、利用されていない空き家の割合が７割程を占め、県内の他市と比べても空き家の利

活用が遅れていることがわかる。 

今後、空家等特措法に基づく空家等対策の実施のほか、空き家の予防対策や利活用対

策等を充実させていくことが課題である。 

 

 

図１３―雪の重みにより倒壊した空き家 （令和４年２月撮影） 

「相続人不存在の家屋の倒壊」 
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第３章 空家等対策における施策 

 

１ 第２期計画の策定の方向性 

 

（１）第２期計画の策定の基本 

①  空家等特措法や条例等をもとに策定する。 

② 市の総合計画や横手市都市計画マスタープラン、住生活基本計画及び関連する市

の計画と整合性をもった計画とする。 

③ 「横手市空家等対策協議会」や「横手市空家等対策委員会」の意見や市民の声を

尊重して計画を策定する。 

 

（２）第２期計画の策定の方向性 

地域住民や民間、ＮＰＯ、関係団体と行政が連携して、空家等対策を推進する。 

①  建築物の所有者等に対する意識の啓発（空家等の予防） 

②  空家等の適正管理 

③ 空家等の利活用 
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２ 空家等対策に係る基本方針 

 

（１） 空家等対策の基本方針 

  第２期計画における空家等対策の基本方針を、「予防の推進」、「適正管理の推進」、「利

活用の推進」とする。 

 

 
図１４―空家等対策の基本方針のイメージ図 

 



22 

 

３ 空家等の調査 

 

（１） 空家等調査の実施 

 

①通常の調査 

 空家等の現地調査は、外観目視により行うことを基本とし、その他、住民票や水道使

用量、ガスボンベの有無、周辺住民への聞き取り等により特定する。 

空家等の所在地は、実態調査に基づいて作成した住宅地図等の情報を基に確認する。 

管理が行き届いていない空家等については、現地で調査し、所有者等を確認する調査

を行ったうえで、助言・指導により所有者等へ適切な管理を促す。 

 

②実態調査 

計画の策定及び改定の際に、市内全域を対象に空家等の実態調査を実施する。 

特定空家等については、空家等特措法に基づき、登記情報、戸籍情報、固定資産税の

課税情報等により、所有者等を特定する。 

特定空家等については、助言・指導、勧告、命令という三段階の行政指導を行い、所

有者等が適切な対応をしない場合は、行政代執行等を実施する。 

 

（２）相続人不存在等の所有者不明の空家等への対応について 

 

① 所有者不明の空家等の確認作業について 

 

ア 相続人不存在の空家等の確認 

・ 課税情報により相続放棄の事実を確認する。 

確認できない場合、家庭裁判所に相続放棄の事実を照会する。 

・ 法定相続人全員の相続放棄が確認された場合は、相続財産法人となる。 

 

イ 所有者不存在の空家等の確認 

・ 調査結果に基づき、所有者等へ送付した配達証明郵便が返送された場合等は、

「過失なく所有者等を確知できない」所有者不存在の空家等とみなす。 

戸籍等を調査し、他の所有者等（相続人、管理人等）がいない場合は、所有者不

存在の空家等とみなす。 

 

ウ 会社が破産等で倒産した空家等の確認 

・ 課税情報により、会社の取締役や清算人等が確認できない場合は、法務局の商 

業登記簿を調査する。 

・ 会社の破産手続等が終了し、会社の解散を確認した場合は、所有者不存在の空 

家等とみなす。 
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エ  未登記の空家等の確認 

・ 課税情報により所有者等を確定できない場合は、「過失なく所有者等を確知でき

ない」所有者不明の空家等とみなす。 

 

  ② 所有者不明の空家等への対応について 

所有者不明となった原因や事情等に応じて、空家等に対し適切な措置をとるものと

する。 

 

ア 空家等特措法に基づく略式代執行 

・ 特定空家等に措置を命ずる場合に、過失なくして命ずるべき者を確知できないと

きは、略式代執行による空家等への措置を実施する。 

  所有者不明の空家等の処分に関し、市で順位付けをし、計画的に解体等を行うも

のとする。 

※令和５年度 旧ニッセイ電機廃工場解体除去工事を予定。 

他の所有者不明の空家等については、順次、略式代執行で解体除去し対応する。 

 

 イ 相続人不存在の空家等の相続財産管理人選任申立て 

・ 空家等の相続人の存否が明らかでないとき（相続人全員が相続放棄をして、相続

する者がいなくなった場合を含む。）は、家庭裁判所に相続財産管理人選任の申立

てを行う。 

 

   ウ 所有者不在の空家等の不在者財産管理人選任申立て 

・ 空家等の所有者不在の場合、家庭裁判所に不在者財産管理人選任の申立てを行う。 

 

エ 会社が破産等で倒産した空家等の清算人選任申立て 

・ 会社が破産等で倒産した空家等について、裁判所に清算人選任の申立てを行う。 

 

（３）空家等情報のデータベース化  

空家等の調査により取得した情報及び、その対策を行うにあたり必要な情報について、

データベースを整備し、適正な管理を進め、生活環境課においてデータを管理し、関係部

局で共有する。 

また、システムの導入などにより、地図情報に空家等の所在地を落とし込み、その位置

情報をより把握しやすくするため、データベース化する。 

①  空き家基本情報(所在地、建物種類、階数、構造等) 

②  現地調査情報(老朽度、周辺への影響、維持管理の状態) 

③  所有者特定情報(土地・建物所有者等の住所、連絡先等) 

④  所有者の意向調査 

⑤  利活用の促進(情報提供等の履歴) 



24 

 

⑥   適切な管理の促進(助言や指導等の履歴) 

 

４ 「予防」の推進 

 

（１）空家等予備軍の把握 

  町内会長や民生委員等と連携し、地域の空家等予備軍の情報収集を行う。 

 また、町内会長や民生委員等の協力を得て事前に高齢者世帯や要支援者世帯等の住居

を把握する。 

 

（２）空家等予備軍所有者等への意識の涵養 

① 空家等予備軍所有者等へ管理責任の周知・啓発 

広報誌及びホームページ等を利用して、当該所有者等に建築物の適正管理の意識を

啓発する。  

また、空家等に関する相談に応じて、管理責任や補助等の説明を行い、周知・啓 

発に努める。 

  ② 空家等予備軍所有者等への情報の提供 

   空家等予備軍所有者等に対し、「管理」、「活用」、「相談」の情報を提供する。 

ア 管理：雪寄せや雪下ろし、草刈り、害虫駆除、解体業者等 

イ 活用：空き家バンク等 

ウ 相談：無料法律相談、弁護士、司法書士、土地家屋調査士等 

③  情報提供の方法 

ア 固定資産税納入通知書送付時に、空家等の適正管理の啓発や市の施策等を記載

したチラシを同封する。 

イ 市のホームページや広報誌に、空家等の関連制度紹介の記事を掲載する。 

ウ 空家等対策関連のパンフレットを作成する。 

④ 空家等相談会及びセミナー等の開催 

相談会やセミナーは、空家等に関する専門家のアドバイスが得られ、情報を共有 
できる機会となり、空家等の利活用や流通の促進が図られる。 
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５ 「適正管理」の推進 

 

空家等は、個人財産で、管理は、所有者等が自らの責任において適正に行うことが原則

であり、他人に被害を及ぼした場合には損害賠償の責任が生じる。 

しかし、周囲に迷惑をかける管理不全の空き家が増えて問題になっていることから、所

有者等に対してこうした現状を周知し、空き家の適正な管理ルールの意識強化を図るため、

以下の取組みを実施し、空家等が管理不全のまま放置されることを防止する。 

 

（１）住民等からの空家等に係る相談への対応 

空家等に係る問題は多岐にわたることから、所有者等の相談内容に応じて、各種団体

等と情報共有し、連携を図っていく必要がある。 

また、空家等に関連する多様な相談に、ワンストップで対応できる総合窓口を設置す

る等、県や関係団体と連携し相談体制の整備を検討する。 

さらに、空き家相談会を開催し、利活用及び適正管理に係るマッチングを図る。 

①  空家等に関する相談 

ア 空家等に関する相談は、生活環境課くらしの相談係や各地域局市民サービス  

課で受け付ける。 

イ 庁内及び関係団体等と連携して相談に対応する。 

②  空家等に関する情報共有の推進 

ア 適宜、空家等の現状、市の空家等対策の概要等を紹介するチラシにより周知を

図る。 

イ  各種団体が把握した空家等について、市への情報提供を働きかける。 

③  ワンストップ総合窓口設置の検討 

ア 知識を有する民間事業者等と連携し、ワンストップ相談窓口の設置の検討を進 

める。 
イ 空き家の利活用や適切な管理をアドバイスするとともに、専門家や業者などを 

紹介し、相談者の利便性を図る。 

 

図１５―ワンストップ総合窓口のイメージ 
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（２）横手市居住支援協議会との連携 
 

２０１９（平成３１）年３月１２日、本市は、宅地建物取引業者８者及び居住支援団体

１０者と「横手市居住支援協議会」を設立し、民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネ

ットの構築に向けて、住宅確保要配慮者の居住を支援する体制を整備した。 

住宅セーフティネット法を踏まえ、国や県と連携して、住宅確保要配慮者及び貸主双方

に向けた支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６―横手市居住支援協議会のイメージ図 

「横手市住生活基本計画より（一部抜粋）」 
（令和４年度改定） 

 

 

 

 

 

 

  

横手市居住支援協議会 

 理解促進 

ex:)セミナー、相談会開催 

 住宅確保 

ex:)空き家の利活用の検討 

  

 相談体制構築 

ex:)相談窓口や相談員の設置 

 住宅情報の提供 

ex:)住宅情報システムの構築 

 居住支援 

ex:)サービスの紹介、斡旋 

情報共有 

連携 

不動産関係団体 
・宅建業者など 

横手市 
・住宅部門 
・福祉部門 

居住支援団体 

・社会福祉法人など

 

住宅確保 

要配慮者 

 

貸主 
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６ 「利活用」の推進 

 

所有者等に対して空家等の利活用を促すとともに、所有者等の意向調査の結果を踏まえ、

空き家の利活用の提案や町内会等の地域住民や民間、関係機関等との連携による活用を実

施する。 

 

（１）地域住民や関係機関等からの要望による活用 

地域住民からの要望により、地域交流、地域活性化、福祉サービスの拠点等地域貢献 

に利活用可能な空家等については、所有者等の意向を踏まえ、地域住民に情報を提供す

る。 

また、地域住民や関係機関等からのニーズに合わせて、新規就農者用住居としての活用 

や、跡地を地域防災に活用する等、地域住民と協同した活用等について検討する。 

①  当市の例 

ア  増田観光物産センター蔵の駅 

     「蔵の駅」は、金物業を営んでいた旧石平金物店が市に寄附された際、増田地域

の伝統的な建造物を紹介・案内する施設として整備された。 

      明治中期建造の内蔵等、増田地域の古い商家の典型的な形態を有しており、見

学もできる。また、地域の特産品を販売等している。 

 

 

図１７―増田観光物産センター蔵の駅 

「横手市ホームページより抜粋」 

 

イ 農産物直売所雪んこの里「あばだらけ」 

      市内の旧商店街の空き店舗を利用して、元気な農家の母さん（あば）達の農 

産物直売所を整備し、直売所の会員が収穫した野菜や手づくりのお菓子、漬物

などを販売している。また、直売所では、「お茶っこを飲みながら話っこ」をす

る等の地域のコミュニケーション活動の場ともなっている。 
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       外観                 売店 

図１８―農産物直売所雪んこの里「あばだらけ」 

 

（２）空き家バンクの活用 

①  空き家バンク事業の拡充 

空き家バンクにより、所有者等と利用希望者とのマッチングを図る。 

農地付き空き家については、農業委員会と連携しながら空き家バンクでの取り扱い

を行っていく。 

また、空き家バンクに協力している宅地建物取引業者等の関係事業者団体と共同で、

所有者等に対して利活用の企画・提案等を実施すること等も検討する。 

なお、空き地についてもその有効活用に繋げるため、同様の取組みを検討する。 

 

 

図１９―横手市空き家バンクのイメージ図 
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②  空き家バンクの登録対象物件 

個人又は法人が建築又は取得した居宅（農地付きを含む。）、店舗や事務所、倉庫及 

び作業場と当該建築物に付随する土地とする。 

 

③  空き家バンク制度の周知  

ア  空き家バンク制度の活用 

ⅰ  固定資産税納入通知書送付時に、空き家バンク等の市の施策等を記載したチ

ラシを同封するほか、市ホームページ、他機関ホームページ、出版物等の媒体

を活用し、制度を周知する。 

     ⅱ 宅地建物取引業や建築業等業界団体、ＮＰＯ法人等との連携強化を図り、空

き家解消の実効性を高める。 

イ 賃貸、売買希望者への支援   

ⅰ 住宅及び土地の賃貸、売却等を検討している所有者等に、市内の宅地建物取

引業者の情報等を提供し、空き家の利活用を支援する。 

 

④  空き家管理サービスを提供する団体等との連携  

ア  空き家の管理サービス業者やＮＰＯ法人等、空き家の定期的な点検・管理を担

う民間団体等との連携を検討する。 

イ 所有者等に対して、空き家管理代行を行うサービス業者やＮＰＯ法人等につい

て情報提供する。  

 

⑤ 家財道具等の片付けや修繕に関する支援  

空き家バンクに登録された物件等に関して、空き家の流通や空き家を活用した移住・

定住等を推進するため、市からの補助金交付等の支援策を検討し、実施する。 

 

空き家バンク活用推進事業（令和５年度から実施予定） 

ⅰ 空家等の家財道具の片付け費用等の補助 

補助率５０％ 上限額１０万円 

ⅱ 空家等の改修等の費用の補助  

【一般居住型】当市への移住・定住に資する空き家（住宅等）の改修等の費用 

補助率５０％ 上限額５０万円 

【子育て世帯・若者世帯型】 

当市への移住・定住や人口減少抑制に資する空き家（住宅等）の改修等の費用 

補助率５０％ 上限額１００万円 

【店舗等活用型】 

     少子高齢化や人口減少により衰退する地域のコミュニティの維持・再生に資

する空き家（住宅等）の店舗等への改修等の費用 

  補助率５０％ 上限額１５０万円 
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⑥  農地付き空き家の活用 

ア 移住・定住の促進や空き家に付随する農地の活用を推進するため、空き家と一

緒に農地の売却・貸付を希望する所有者等からの申請を受け付ける。 

イ 空き家バンクに登録された空き家に付随する農地を取得する際には、市農業委

員会の審議及び許可を得なくてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２０―農地付き空き家イメージ図 
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図２１―「農地付き空き家」事務手続きのイメージ図（令和４年１２月改定） 

                         

①A 売りたい人が「空き家バンク」へ登録申請（生活環境課へ提出） 

②A売りたい人と B買いたい人で交渉（不動産業者が仲介） 

③農地法３条（売買又は賃貸）の許可申請（農業委員会へ提出） 

④農地法３条の審議・許可を決定（農業委員会） 

⑤A売りたい人と B買いたい人へ農地法３条許可書の発行（農業委員会） 

⑥農地の取得（売買契約）・賃貸借契約の締結（不動産業者が仲介） 

 

※農地法の改正により、下限面積の要件が廃止されたことから、事務手続きに変更があっ

たものである。 

 



32 

 

（３）補助金や譲渡所得特例の活用促進 

空家等の利活用の推進にあたり、空家等の所有者等及び移住定住希望者等に対する市

や県の補助金等や譲渡所得特例の利用を促進する。 
また、国、県、市で実施する空家等対策に関連する補助金等や税制上の優遇措置につい

て、最新の情報を所有者等に提供する。 

 
① 移住・定住を促進する対策  

    県や市等で実施する移住・定住促進のための補助金等について、移住定住希望者

等に情報提供する。 

ア 移住支援金（県補助金） 

      秋田県移住・就業支援事業実施要領に基づき、東京圏から市へ移住し、「起業」

または本事業の対象となる求人により「就業」した者に支援金を交付する。 

イ 秋田県住宅リフォーム推進事業（県補助金） 

ⅰ 移住・定住世帯定着回帰型 

     移住・定住世帯が居住する住宅のリフォーム工事に対し補助金を交付する。 

ⅱ 移住・定住世帯中古住宅購入型 

移住者が中古住宅（空家等を含む。）を購入する場合や購入した住宅をリフォー

ム等する場合に補助金を交付する。 

 

② 税制上の優遇措置の周知 

     空家等の譲渡時に係る特例措置制度の周知と利用促進を図る。 

ア 空き家の譲渡等に係る譲渡所得の特例措置 

相続した空き家又はその跡地を売却等した場合の譲渡所得３千万円までの特別

控除の特例措置についての確認書を交付する。【生活環境課】 

イ 都市計画区域内の低未利用土地の譲渡に係る譲渡所得の特例措置 

都市計画区域内の低未利用土地の譲渡所得１００万円の特別控除の特例措置に

ついて、低未利用土地等確認書を交付する。【都市計画課】 

空き家相談窓口では、添付書類として空き家バンク登録証明書や空き家台帳記

載証明書等を交付する。【生活環境課】 

 

③ 既存住宅の維持・安全対策 

ア  雪国よこて安全安心住宅普及促進事業（市補助金） 

雪対策、バリアフリー化、省エネ断熱化等を目的として、既存住宅を修繕等す

る場合に補助金を交付する。【建築住宅課】 

   イ  木造住宅耐震改修等補助事業（市補助金） 

昭和５６年５月３１日以前に着工した木造戸建住宅を所有する個人が、耐震改修

工事、耐震改築工事を行う場合に補助金を交付する。【建築住宅課】 
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ウ  横手市空き店舗等利活用支援事業補助金（市補助金） 

市内の中小企業等で、自己所有する店舗のイメージアップを図るために実施す 

る、店舗内外の改装や一体として整備する設備等にかかる費用の一部を補助する。 

また、商店街等の空き店舗を活用して、商店街及び地域商業の活性化につなが 

る事業を営む中小企業に対して経費の一部を補助する。【商工労働課】 

 

表４―空き店舗等利活用事業補助金の実績 

 平成２９年度 平成３０年度 
平成３１年度 

（令和元年度） 

自己所有の 

店舗の改装 

件数 0 件 5 件 2 件 

金額 - 1,352,000 円 600,000 円 

空き店舗を 

改装して開業 

件数 5 件 4 件 5 件 

金額 2,135,000 円 1,783,000 円 2,275,000 円 

合  計 
件数 5 件 9 件 7 件 

金額 2,135,000 円 3,135,000 円 2,875,000 円 

「商工労働課提供資料より」 

 

（４）今後検討すべき空家等の利活用の取組み 

今後、次のような全国の自治体の事例を参考にして、当市として取組むべき施策を検

討し、空き家の利活用を図る。 

 

【参考例】 

◇ 産業振興や起業支援 

①チャレンジショップ、研修施設等 

②コワーキング、リモートワークのスペース等 

 ◇ 地域の活性化 

  ①地域の物産販売や古民家カフェ、農家レストラン等 

  ②コミュニティカフェ等 

 ◇ 少子高齢化の対策 

① ファミリーサポートセンター等 

② 高齢者の集い場等 

 ◇ 福祉的用途 

  ①ＤＶ被害者、虐待・自殺予防等のための一時避難所 

  ②高齢者や障がい者等の住宅要配慮者のためのシェアハウス 

 ◇ 観光振興 

①空き家・空き店舗紹介ツアー 

  ②観光案内所の事務所や町の駅等 

 ◇ その他 

  ①宿泊体験 

②災害時に町内会や集落等で使用する土のう等の資材置場 

③歴史的価値のある建物の保存 
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７ 特定空家等対策 

 

（１）特定空家等の基本方針 

特定空家等は、適切な管理が行われず地域住民の生活環境に悪影響を及ぼしていること

から、市は地域住民の生命、健康、財産を保護し、また、健全な生活環境の保全を図るた

め、必要な措置を講じる。 
特定空家等の認定及び助言・指導や勧告、命令、行政代執行等の措置については、空家

等特措法によるほか市の条例、規則等で定めた判断基準により実施し、横手市空家等対策

協議会（以下「協議会 」という。）への諮問に対する答申や意見等を参考にして市長が決

定する。 
また、災害等で早急の対応が必要な場合には、緊急措置を実施する。 

①  措置の優先 

特定空家等のうち周辺建築物や道路又は不特定の者に対して、悪影響を及ぼすもの 

若しくは及ぼす恐れの高いものから優先して措置を行うものとする。 

②  措置内容の検討 

ア 特定空家等に対する措置を行うため、職員等は外観調査の他、必要な限度におい 
て立入調査を実施し、建築物の状況を把握する。 

イ 調査の結果に基づき、地域住民へ与えている悪影響をなくし、かつ所有者等の負 
担が少ないと考えられる措置の内容を検討する。 

ウ 措置内容の決定や変更等について、協議会へ諮問し、答申や意見等を求めるもの

とする。 

 
図２２―特定空家等の判断の流れ 

法における空き家の区分 
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（２）特定空家等の認定及び措置に関する判断基準 
 

空家等特措法第２条第１項：空家等か否かの判断 

【居住その他の使用がされていないことが常態であるもの】 

 

 

空家等特措法第２条第２項：第１４条の適用がある特定空家等か否かを判断 

【特定空家等の４類型に該当するもの】 

 
 
空家等特措法第１４条：特定空家等に対する措置を判断 
【特定空家等に対する措置】 
①周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれの有無 
②悪影響の程度と危険等の切迫性 

 

①空家等特措法第２条の該当性の判断  

 ア 「空家等か否か」の判断 

 イ 「特定空家等か否か」の判断 

 

②空家等特措法第１４条の適用の判断 

 ア 「助言・指導相当か否か」の判断 

 イ 「悪影響をもたらすおそれ」があると判断されたものについては、「その悪影響の程

度と危険等の切迫性」に限界づけられる範囲で、助言・指導、勧告、又は命令が発せ

られる。 

 

③特定空家等の認定と助言・指導等の行政指導・行政処分の判断 

 ア 特定空家等の４類型は、措置が講じられるべき対象（物の状態）を類型化したもの

であり、ガイドラインに類型ごとの要件が示され、措置の対象となる事象を示したも

のであることから、原則的には所有者等に助言・指導等を行う。 

   ただし、特定空家等ならば即座に助言・指導をしなくてはならないものでなく、総

合的に判断されることから、実務的には、始めに空家等特措法第１２条に基づく情報

提供・助言や法定外指導で対応する。 

 イ 特定空家等の判断基準は、「周辺にもたらされる悪影響」を想定して作成されており、

物の状態に着目した基準であるが、必ずしも全てを定量化できるものではなく、総合

的に判断する。 

 ウ 特定空家等の措置については、周辺の建築物や通行人等に対して悪影響をもたらす

おそれがあるか否かを総合的に判断する。 
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（３）措置の実施  
① 空家等特措法第１４条に基づく措置の実施 

市長は、空家等特措法第１４条に基づき、助言・指導、勧告、命令、代執行等の措

置を実施する。 

 
図２３―特定空家等への措置 

 

② 所有者等による空家等の除却の推進 

居住その他使用されていないことが常態になって、１年以上居住や出入りがなく 

放置されている空家等を対象とする。 

国の「空き家対策総合支援事業」を活用して実施しているが、これまで国の他の交

付金や起債を財源としたこともあり、継続して実施してきている。 

 

ア 空家等解体補助事業（内容を見直して令和５年度から実施予定） 

  特定空家等及び特定空家等に認定されていない空家等で、老朽化や雪害等の各

種災害により被害が生じた空家等若しくは見込まれる空家等の緊急的又は予防

的な解体除却について対象とする。 

  判断基準については、特定空家等は規則で、その他の空家等の緊急的又は予防

的な解体除却については要綱に定める。       

ⅰ【特定空家等解体補助事業】 
      特定空家等に認定されている空家等を対象とする。 
     〇主な条件 

世帯の主たる生計維持者（世帯で最も所得が高い者）の前年度所得が４６０万

円以下であること。ただし、扶養親族ひとりにつき３８万円を加算）。 
〇補助割合及び上限額 

  補助割合：工事費用の３０％ 上限額：１５万円 
ⅱ【その他の空家等解体補助事業】（令和５年度以降に実施予定） 

特定空家等以外の空家等を対象とする。 
〇主な条件 
所得要件は、なし。 

〇補助割合及び上限額 
  補助割合：工事費用の５０％ 上限額：５０万円 
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イ 跡地活用事業 
跡地を地域住民等が公共的用途に使用することを条件に、空家等の建物及び土

地の所有者等から市が無償で寄附を受け、空家等を解体除却するものである。 

     〇主な条件 

      寄附を受ける土地は、市や自治会等が直接活用できる場所とする。 

      寄附受諾の可否は、空家等対策委員会において協議する。 

          

 

 
図２４―横手市空き家の種類、腐朽・破損の有無 

「平成３０年住宅・土地統計調査より」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

34 

37.5

33 

34 

66 

100 

62.5

67 

66 

横手市全体

二次的住宅

賃貸用の住宅

売却用の住宅

その他の住宅

横手市空き家の種類、腐朽・破損の有無

空き家に

占める腐朽・破損の割合（％）

空き家に

占める腐朽・破損なしの割合（％）

横手市の空き家全体のうち、腐朽・破損があるのは34％と高い率である。

種類別で腐朽・破損の率が高いのは、賃貸用の住宅（37.5％）で、次に利用目的がないその

他空き家（34％）となっていて、種類別にみても空き家の腐朽・破損が進んでいることがわ

かる。
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（４）税制上の措置の実施 
特定空家等において、市長が勧告を行うことで、固定資産税等の住宅地特例の除外を行 

う。 
① 固定資産税等の住宅用地特例の除外措置 

特定空家等に対して勧告を行った場合、法に基づき固定資産税等の住宅用地特例の

除外措置を実施する。【税務課】 

 

（５）緊急措置（緊急安全措置、応急措置等）の実施 

緊急措置とは、大雪や強風による災害等、特定空家等の倒壊、特定空家等を起因とした

建築材の飛散等により、周辺住民等に被害が及ぶ公共の危険性が切迫していて、緊急的

な対応が必要と判断した場合に市が行う、危険を回避し安全を確保する措置である。 

 

参考：ガイドラインに対するパブリックコメント（一部抜粋） 

※国の緊急措置（応急措置、緊急安全措置等）に対する見解 

「特定空家等」の所有者等を確知している以上は、（省略）この三段階のプロセス（助

言・指導、勧告・命令）を省略することはできないと考えております。 

法の趣旨・目的が同様の条例において、適切な管理が行われていない空家等に対する措

置として、助言又は指導、勧告を前置せずに命令を行うことを規定している場合、上記の

ような慎重な手段を踏むこととした法の趣旨に反することとなるため、当該条例の規定は

無効と考えているため、原文の通りとさせていただきます。 

なお、法は応急措置について何ら規定をしていませんが、これは、所有者等の同意を得

て緊急安全措置を実施する旨の規定を有する条例を各団体（自治体）が有することを妨げ

るものではなく、緊急事態にそれぞれの条例に基づいて手続きを行っていただくことは他

法令に反しなければ可能と考えます。 

また、緊急事態において、災害対策基本法に基づく応急公用負担等、他法に基づく応急

措置を行うことも、もちろん可能です。 
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表５―空家等の除去等に関連する法令の一部 

 

行政指導等

種別 種別 事由

建築基準法 １０条 特定行政庁
①保安上危険、又は衛生上
有害となるおそれがある建
築物等

①建築物の除却・移転・増
築・修繕・模様替・使用中
止・使用制限等

勧告・命令 行政代執行

①命令に応じた措置がされ
ない。
②過失なく所有者等を確知
できず、放置することが著し
く公益に反する。

物件の所有者等に
費用を請求する。

消防法 ３条 消防長等
①火災の予防に危険である
と認める物件等

①燃焼のおそれのある物件
の除去その他の処理等

命令 行政代執行

①命令に応じた措置がされ
ない。
②過失なく所有者等を確知
できず、放置することが著し
く公益に反する。

物件の所有者等に
費用を請求する。

道路法
４３・４４・
７１条等

道路管理者
①道路上に存する工作物等
②道路の沿道区域内に存す
る土地、工作物等

①道路上に存する工作物等
の移転、除去、損害防止措
置等
②道路の沿道区域内に存す
る土地、工作物等に対し、損
害・危険防止のために必要
な措置

監督処分
命令

行政代執行
刑事告発

①命令に応じた措置がされ
ない。
②過失なく所有者等を確知
できず、放置することが著し
く公益に反する。

物件の所有者等に
費用を請求する。

廃棄物処理法
１９条の

４・７
市町村長

①廃棄物の不法投棄等によ
る生活環境の保全上の支障
又は支障が生じるおそれ

①支障の除去
②支障発生の防止

命令 行政代執行

①命令に応じた措置がされ
ない。
②過失なく所有者等を確知
できず、放置することが著し
く公益に反する。

物件の所有者等に
費用を請求する。

災害対策基本法 ６４条 市町村長

①災害が発生や発生しようと
しているとき、現場の災害を
受けて応急措置の支障とな
る工作物・物件等（雪を含
む）

①災害が発生や発生しようと
しているとき、現場の災害を
受けて応急措置の支障とな
る工作物・物件等の除去（雪
害対策による空き家の除雪
等を含む）

ー
応急措置

（緊急措置）

①地域における災害が発
生又はまさに発生しようとし
ていて、応急措置の緊急の
必要があると認めるとき。

物件の所有者等に
費用を請求する。
※行政代執行の規
定を準用

災害救助法及び
災害救助法施行令

法４条
施行令２

条

国及び
地方公共団体

①災害によって、日常生活
に著しく支障のある住居又は
その周辺の土石・竹木等の
障害物（雪を含む）

①災害によって、日常生活
に著しく支障のある住居又は
その周辺の土石・竹木等の
障害物の除去（空き家の除
雪を含む）

ー
応急措置

（緊急措置）

①災害によって、家屋が倒
壊等し、近隣の住家や住民
の生命又は身体に危害が
及ぶおそれのあるとき。

ー

強制措置等

費用の請求法律名 条項 執行権者 対象 内容
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① 緊急措置の内容 
    必要に応じて、瓦礫の処理、周囲立入制限（看板やバリケード、防御ネット等の設 

置）、雪庇落とし、雪下ろし、落下物等の処理、建物の取り崩しによる飛散防止等を行

う。 

②  実施の要件 
ア 原則として、事前に所有者等の同意を得て実施する。 
イ 重大な被害が発生し、若しくは危険が切迫していて緊急的対応が必要な場合に

限り、例外的に所有者等の同意を得ないで実施し、後で通知する。 
③  事後の措置 
ア 所有者等に措置の内容を通知し、以後の適切な管理について指導する。 
イ 市が一時負担した費用は、原則、所有者等に請求する。 

  ④ 所有者不明等の空家等 
   ア 残置物について、飛散防止のため網掛け等を実施する。 
   イ 適当な時期に残置物の処理を行う。 
 

表６―緊急措置の実績                      （単位：件、円） 

年度 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 
Ｒ１ 

（Ｈ31） 

実施件数 １７ ５ ８ ２２ １４ ６ 

一時負担件数 ２ - ２ ４ 1 - 

支出金額 318,350 - 498,366 225,720 1,189,080 - 
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（６）豪雪地帯・特別豪雪地帯の特定空家等対策 

 当市は、豪雪地帯・特別豪雪地帯であることから、平成２２年度の豪雪被害を教訓にし

て、次のような空家等対策を実施する。 

 

① 除雪について 

ア 空家等の除雪については、平時から所有者を特定し、当該所有者の責任において 

実施させる取組みを行う。 

所有者が不明等の理由で空家等の除雪を行う必要がある場合には、関係機関の協力

の下、市が主体となって空家等の除雪対策等を円滑に実施する。 

イ 空家等において除雪が必要になった場合（災害が発生し、又は、まさに発生しよう

としている場合）、災害対策基本法第６４ 条第１項（応急公用負担等）に基づき、応

急措置を実施するため、市長の判断で当該空家等に立ち入ることが可能となる。 

ただし、除雪は所有者等の責任で行われることが原則であり、同規定による市の対

応は危険を防ぐための緊急避難措置として必要な場合に限られる。 

なお、空家等の所有者が判明した場合、所有者に対して除雪に要した経費を請求す

ることを原則とする。 

 

 

参考：災害対策基本法第６４ 条第１項（応急公用負担等） 

市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又は、まさに発生しようとし

ている場合において、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、政

令で定めるところにより、当該市町村の区域内の他人の土地、建物その他の工作物を

一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用し、若しくは収用することができる。 

 

 

ウ 災害救助法が適用されている場合で、空家等の倒壊等により隣接する住家や住民

の生命又は身体に危害が生じるおそれがあるときは、同法第４条第１項第１０号に

基づく障害物の除去として除雪を行う。 

 

参考： 

〇災害救助法 

 第４条 救助の種類は、次のとおりとする。 

１０ 前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの 

〇災害救助法施行令 

第２条 法第４条第１項第１０号に規定する救助の種類は、次のとおりとする。 

２ 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい 

支障を及ぼしているものの除去 

 



42 

 

② 空家等の除却について 

ア 市は、空家等の適正な管理を図るため、管理不全な状態のものに対し、除却等の措

置命令や行政代執行を行う。 

行政代執行を実施した場合は、原則として空家等の所有者から費用を徴収する。 

イ 市は、所有者等が空家等の除却等の取組みを行おうとする場合には、国の社会資

本整備総合交付金や空き家対策総合支援事業等を活用して支援する。 

ウ 空家等の所有者等が行方不明であったり、自らの資力では除雪を行えない等によ

り、倒壊等によって近隣住民等の生命又は身体、財産に危害が生じるおそれがある

場合には、市の条例により必要最小限な範囲で緊急措置を行う。 

また、原則として、空家等の所有者等から費用を徴収する。 

 

③ 空家等が既に倒壊した場合について 

ア 市は、既に倒壊した空家等も対象として、措置命令や行政代執行等を行う。 

イ 豪雪による家屋の倒壊により廃棄物となったものの除去については、災害に起因

するものであり、市による処理が特に必要であると認められる場合であれば、環境省

の災害等廃棄物処理事業費国庫補助金等を活用する。 

ウ 空家等が既に倒壊した場合でも、一部残存した部分が近隣の住民の生命又は身体、

財産に危険を及ぼすおそれがあると認められ、災害対策基本法や災害救助法の適用

により市が自ら必要な措置を行った場合については、同法に基づく障害物の除去を

行う。 

なお、後日、空家等の所有者が判明した場合には、所有者に対して経費を請求する

ことを原則とする。 
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８  空家等対策の実施体制 
市長は、所有者等が空家等を適切に管理するよう、空家等特措法の規定に基づき、行政

指導等の段階を経て必要な措置を講じる。 

行政指導等の是非を含めた対策全般については、空家等対策協議会、空家等対策委員会

において随時、協議と検証を行う。 

 

（１） 横手市空家等対策協議会 
空家等対策を実施するにあたり、意見聴取及び協議を行うため有識者等による協議会

を設置する。 

 
①  協議会の構成 

   横手市空家等対策協議会の構成は、識見を有する者や各種団体から推薦された者の

中から９人以内で市長が委嘱する。 

ア 推薦団体 
ⅰ 特定非営利活動法人 秋田県南ＮＰＯセンター 
ⅱ 秋田弁護士会 
ⅲ 秋田県司法書士会 
ⅳ 横手建築士会 
ⅴ 秋田県土地家屋調査士会 
ⅵ 公益社団法人 秋田県宅地建物取引業協会 
ⅶ 社会福祉法人 横手市社会福祉協議会 
ⅷ 横手商工会議所 
ⅸ よこて市商工会 

 

② 所掌事項 

ア 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること。  

イ 特定空家等の認定に関すること。  

ウ 特定空家等に対する措置に関すること。 

エ 空家等の施策に関し重要な事項に関すること。 
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（２）横手市空家等対策委員会 
市の空家等対策の実施に関し必要な事項を協議するため、庁内に委員会を設置する（以

下「委員会」という。） 

①  委員会の構成 

委員会は、市民福祉部長のほか関係部署の各課室所長等により構成する。 

 

・委 員 長：市民福祉部長 

・副委員長：生活環境課長 

・委  員：経営企画課長、総務課長、財政課長、財産経営課長、 

税務課長、社会福祉課長、建設課長、地域づくり支援課長、 

各地域局市民サービス課長、警防課長 

その他必要な課室所長等 

 

※ 空家等対策は、多岐にわたり、全庁的に関わることから、委員会の協議事項に関係

する部署により対策を協議する。 

②  協議事項 

ア 市の基本方針、実施計画等、空家等対策全般に関すること。 

イ 条例に基づく行政指導、行政命令、公表に関すること。 

ウ 空家等の跡地活用事業に関すること。 

エ 諸法に基づく対応が必要な老朽危険空家等に関すること。 

 

表７―部署別担当業務 

部署名 担当業務 

〇 総務企画部  

【総務課】 ・例規・個人情報保護・行政手続・弁護士協議 

【経営企画課】 ・総合計画・移住定住対策・人口減少対策 

【情報政策課】 ・空家等情報の管理システム運用サポート 

【危機対策課】 ・国土強靭化地域計画・災害対応・地域防災 

・緊急措置（災害対策基本法、災害救助法） 

〇 財務部  

【財政課】 ・予算措置・予算の管理・起債等の財源の管理 

【財産経営課】 ・公有財産の管理・寄附財産管理への支援 

【税務課】 ・課税台帳の情報（空き家の所有者等）・住宅用地特例 

【収納課】 

 

・債権回収（行政代執行や緊急措置等に要した債権の回収）への

指導、助言 

〇 まちづくり推進部  

【地域づくり支援課】 ・防犯対策・地域運営組織との情報共有 
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【各地域局地域課 

・市民サービス課】 

・実態調査・所有者等確認・緊急措置・災害（雪害）対応 

〇 市民福祉部  

【社会福祉課】 ・生活困窮者、生活保護受給者の情報・障がい者等の要援護者の

情報・居住支援（住宅確保要配慮者への支援） 

【子育て支援課】 ・子育て世帯情報・保育所等・学童保育 

【高齢ふれあい課】 ・高齢者関連対策 

【健康推進課】 ・自殺予防対策 

【包括支援センター】 ・成年後見、権利擁護等の相談対応 

【国保市民課】 ・所有者等の情報（戸籍、住民票）、相続人調査 

【生活環境課】 

 

・総合的空家等対策・空き家危険度確認・空家等台帳の整備 

・環境保全・空き家バンク・行政指導、勧告、命令 

・行政代執行・解体補助・跡地活用・緊急措置（条例等） 

・所有者不明空家等への措置・譲渡所得の特例 

〇 農林部  

【農業振興課】 ・農山村地域の振興 

【食農推進課】  ・新規就農対策 

〇 商工観光部  

【商工労働課】 ・空き店舗対策・起業者支援 

【観光おもてなし課】 ・観光案内所 

〇 建設部  

【建設課】 ・道路管理・緊急措置（道路法） 

【都市計画課】 ・景観計画・都市計画マスタープラン・立地適正化計画 

・低未利用土地 

【建築住宅課】 ・住生活基本計画 

・横手市耐震改修促進計画、木造住宅耐震診断支援、木造住宅耐

震改修等補助・勧告及び命令（建築基準法）・居住支援 

〇 上下水道部  

【水道課】 ・水道開栓、閉栓等の情報 

〇 消防本部  

【警防課】 ・危険回避対応・緊急措置（消防法、災害対策基本法等） 

・災害対応 

〇 農業委員会  

【農業委員会事務局】 ・空き家に付随した農地に関する相談対応 

〇 教育委員会  

【学校教育課】 ・危険空き家所在情報の共有・通学路安全確保 
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（３）関係機関等との連携 
空家等に関する相談に適切に対応するため、関係機関、民間団体との連携及び協力のも 

と空家等対策を実施する。 

①  弁護士・司法書士・土地家屋調査士・行政書士 

相続に関する相談及び調査、財産の所有権移転手続き等 

② 不動産業者 所有者の空家等利活用相談、空き家バンクの充実等 

③  建設業者  空家等の解体、改修の相談及び対応等 
④  建築士   空家等の修繕、改修、耐震診断などの技術的助言 

⑤  警察    危険回避のための対応等 

⑥  自治会   空家等情報の提供、跡地の利活用等 

 

９  その他空家等の対策の実施に関し必要な事項 

 

（１）計画における数値目標及び達成状況の評価 

今期計画の終了年度（令和７年度）までの目標として、数値目標を定める。 

また、達成状況の評価を計画期間が終了する年、又は目標を変更する場合に行う。 

 

① 数値目標  

 

   ア その他の空き家数（住宅・土地統計調査） 

その他の 

空き家の数 

Ｈ２５ 

（前回値） 

Ｈ３０ 

（現状値） 

Ｒ５ 

（目標値） 

戸数（戸） ２，５２０ ２，８２０ ３，５００以下 

 

   イ 空き家バンク活用推進事業の利用数（令和５年度から実施） 

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

利用数（件） １７ １８ １９ 

 

（２）地域での空家等対策の検討と情報の共有 

空家等は、所有者等が適切に管理若しくは活用すべきであるが、地域全体で対処方法

を検討・共有することは有効であるため、協議会での検討状況や空家等の情報に関し、必

要に応じ広く公開する。 

 

（３）他法令との連携 

空家等対策は、空家等特措法に限らず、建築基準法、消防法、道路法、災害対策基本法、

災害救助法等、それぞれの法律の目的の範囲で、適正に管理されていない空家等につい

て必要な措置等を講ずることが可能である。このため、空家等の情報について、庁内関係

部局で共有し、密に連携を図る。 



47 

 

（４）計画の変更 

本計画は、地域情勢の変化、法令や国の補助制度等の改正、目標の達成状況の評価等 

必要に応じて随時変更する。変更する場合は、協議会での協議、パブリックコメント等を

行い、広く意見を求める。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２６―相続人不存在の空家等の相続財産管理人選任申立ての事例（横手市十文字町） 
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